





























２年：生活と健康受講者 153名、回収率 65％ 100名
桂専門ゼミナール ８名 回収率100％ ８名
１年：教養スポーツ受講者221名 回収率 94％ 208名
英文スポーツ受講者 87名 回収率 91％ 79名
経済スポーツ受講者 83名 回収率 99％ 82名
2.3 アンケートの記載方法


































































































１)建 設 関 係：建設関連業者の東京流出、全国各地の環境整備、建
設予定会場の環境問題、観光客に対応する宿泊施設
の増設、大会後の活用方法の検討




４)自 然 災 害：各種自然災害への対応
５)マ ナ ー：日本のマナーを外国人へ伝える工夫、観戦マナーの
徹底、日本人のマナーの徹底
６)も て な し：海外の言語に対応する人材の育成、海外の生活・食
文化に対応するもてなし、対応マニュアルの作成、
対応マニュアル以外のもてなしの工夫
７)国 民 意 識：大会を盛り上げる国民意識の向上
８)そ の 他：高齢化への対応、電力の確保、日本文化のPR
4.6 オリンピックに関する日本国内の他のアンケート結果との比較
本学学生の意識が一般の意識とどのような差異があるのかを比較検討
するために、インターワイヤード株式会社（以下Ｉ社とする）が運営す
るネットリサーチのDIMSDRIVEが実施したアンケートの一部を引用
する웎웗。このアンケートは、『2020年オリンピック』についてと題し、2020
年オリンピックへの「興味」・「招致活動の認知」・その「是非と評価」、
「開催予定地の予想結果」、「残り一種目の審議」や「残る競技の予想結果」
などについてまとめていた。なお、その調査は2013年８月６日～８月19
日にかけて実施され、DIMSDRIVEモニター7,311人（年齢・性別分類
なし）から回答を得ていた。
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あなたは、東京都が2020年夏季オリンピック・パラリンピックの候補地に立候補
していることを知っていますか。（単一回答）全員 N＝7,311
あなたは、2020年東京オリンピック・パラリンピックの招致活動を行っている事
についてどう思いますか。（単一回答）全員 N＝7,311
웎웗
図7 2020年オリンピック・パラリンピックの招致活動について
(DIMSDRIVE（㈱インターワイヤード社）実施のアンケート)
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2020年オリンピック・パラリンピックの候補地として、「東京（日本）」・「イスタ
ンブール（トルコ）」・「マドリード（スペイン）」が立候補しています。
あなたはどこが開催地として選ばれると思いますか。（単一回答）全員 N＝7,311
◆オリンピックへの興味度別
もし、東京でオリンピックが開催されたとしたら、実際に観戦しに行きたいです
か。（単一回答）全員 N＝7,311
図8 オリンピック・パラリンピックの立候補地とオリンピックへの
興味関心の関係、並びに観戦志向
(DIMSDRIVE（㈱インターワイヤード社）実施のアンケート)
웎웗
「2020年東京オリンピック・パラリンピック」開催についての意識調査
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Ｉ社が実施したアンケートの結果で「招致活動」について「知ってい
た」と本学学生の「知っていた」とする領域を比較すると、Ｉ社の結果
は92.7％であるのに対し、本学学生の結果は86％であり、本学学生の方
が低位を示した。「観戦志向」について比較すると、Ｉ社の結果は31.4％
であることに対し、本学学生の結果は75％であり、Ｉ社の調査より観戦
志向が高かった。
５ まとめ
本研究は、以下に要約される。
⑴ オリンピック・パラリンピック招致活動への興味・関心について
招致活動については、Ｉ社が実施した調査と比較して関心度が低い。
講義内容等工夫し、情報提供をする必要があったことが示唆された。
⑵ オリンピック・パラリンピックへの観戦志向について
本学学生のスポーツ観戦志向は高く、スポーツを「観る」・「支える」
傾向があることが示唆された。また、スポーツへの興味・関心が低い学
生もスポーツ観戦志向を高める傾向に変容できることが明らかになっ
た。今後は、さらにスポーツ・運動関連情報の提示方法や内容等検討し、
「観る」・「支える」領域にも関与した講義内容に改善する必要があること
が示唆された。
⑶ オリンピック・パラリンピック開催までの日本の課題意識について
多くの学生が東日本大震災の終息についての課題をあげた。しかし、
大会を成功させるためには、さらにそこから深めた課題を発見すること
が重要であり、そこに着目できた回答は少なかった。梶井らの調査によ
ると課題発見能力と課題解決能力は、社会で短大生に求められる能力の
一つとされている웍웗。
そこで、今後は、課題発見能力及び課題解決能力を高めるための講義
内容とその方法を検討する必要があることが示唆された。
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